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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第65期

第１四半期連結累計(会計)期間
第64期

会計期間
自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日

自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日

売上高 （百万円） 2,988　 15,254　

経常利益 （百万円） 7　 947　

当期純利益又は
四半期純損失（△）

（百万円） △11　 538　

純資産額 （百万円） 6,604　 6,805　

総資産額 （百万円） 14,763　 15,312　

１株当たり純資産額 （円） 397.98　 410.05　

１株当たり当期純利益又は
四半期純損失（△）

（円） △0.67　 32.43　

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

（円） －　 －　

自己資本比率 （％） 44.7　 44.4　

営業活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） 607　 413　

投資活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） △13　 △135　

財務活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） △147　 △208　

現金及び現金同等物の期末残
高

（百万円） 2,076　 1,628　

従業員数 （人） 629　 621　

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、1株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益（第64期）については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４　従業員数は就業人員を表示しております。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれて

いる事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社における状況

平成20年６月30日現在

従業員数(人) 629 （64）

(注) 　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外からの出向者を含む）であ

り、臨時雇用者数（パートタイマーを含む）は（外書）に記載しております。

　

(2)　提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(人) 401 （5）

(注) 　従業員数は就業人員（当社から他社への出向者を除き、他社からの出向者を含む）であり、臨時雇用者数（パー

トタイマーを含む）は（外書）に記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りでありま

す。

事業の種類別セグメントの名称 　生産高(百万円)

計測機器事業 2,921

合計 2,921

（注）１　金額は販売価格によっております。

　　　２　上記の金額には、消費税は含まれておりません。

　

(2)　受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りでありま

す。

事業の種類別セグメントの名称 　受注高(百万円) 　受注残高(百万円)

計測機器事業 3,315 2,080

合計 3,315 2,080

（注）１　金額は販売価格によっております。 

　　　２　上記の金額には、消費税は含まれておりません。

　

(3)　販売実績

当第1四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りでありま

す。

事業の種類別セグメントの名称 　販売高(百万円)

計測機器事業 2,914

その他の事業 73

合計 2,988

注）１　上記の金額には、消費税は含まれておりません。 

　　２　販売実績が総販売実績の10%以上となる相手先はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1)　経営成績の分析

　当第１四半期連結会計期間のわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した金融

　不安、原油・原材料価格の高騰、株価の下落など米国経済の減速と共に、先行きに対する不透明

　感が増幅してまいりました。

　一方、当社の関連する計測器業界でも、国内民間企業の新規設備投資意欲の慎重な姿勢と共に

　企業間競争が激化する中、公共投資需要や半導体産業など一部の景況悪化を受けて厳しい状況と

　なりました。
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　このような需要環境の中、当社グループは所期の目標達成に向けて取り組みを開始いたしまし　

た。

　計測器事業においては、半導体産業向けの産業用ガス検知警報器部門など、大きく景気減速の

　影響を受けた部門もありましたが、環境水質分野の柱である環境・プロセス分析機器部門のCOD

　自動測定装置や全窒素・全りん測定装置が引き続き好調で、特に中国向けの輸出需要等に支えら

　れ概ね順調に推移いたしました。

　また、科学分析機器及び電極・標準液部門では、HACH社の国内総代理店としての営業活動が

　３年目に入り軌道に乗りつつあることから、同社の製品群が伸長し、前年を上回る結果となりま

　した。

　その他の事業は、前年と同額の売上高となりました。

　以上の結果、当第1四半期連結会計期間の業績は、売上高2,988百万円（前年同期比1.3%増）、

　営業利益16百万円（前年同期 営業損失17百万円）、経常利益7百万円（前年同期　経常損失22百

　万円）、四半期純損失11百万円（前年同期　四半期純利益3百万円）となりました。

　なお、前年同期比では売上高微増、営業利益・経常利益共に増益となりましたが、最終損益は

　前期末の法人税等の修正があり損失計上の止むなきに至りました。

　

(2)　財政状態の分析

　　（資産）

当第１四半期連結会計期間末における総資産は14,763百万円となり、前連結会計年度末と比べ549百

万円減少いたしました。流動資産は9,160百万円となり、449百万円減少いたしました。固定資産は5,603

百万円となり、100百万円減少いたしました。内訳の主なものは現金及び預金の増加（448百万円）、受

取手形及び売掛金の減少（1,292百万円）、たな卸資産の増加（248百万円）、有形固定資産の減少（42

百万円）です。

　　（負債）

 当第１四半期連結会計期間末における負債合計は8,158百万円となり、前連結会計年度末と比べ348

百万円減少いたしました。流動負債は4,391百万円となり、304百万円減少いたしました。固定負債は

3,766百万円となり、44百万円減少いたしました。内訳の主なものは支払手形及び買掛金の減少（166百

万円）、未払法人税等の減少（251百万円）、賞与引当金の増加（204百万円）、長期借入金の減少（32

百万円）、役員退職慰労引当金の減少（39百万円）です。

　　（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は6,604百万円となり、前連結会計年度末と比べ

201百万円減少いたしました。内訳の主なものは配当金の支払い（132百万円）です。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、以下に記載のキャッシュ・フローによ

り2,076百万円となり、前連結会計年度末に比べ447百万円増加いたしました。

営業活動によるキャッシュ・フローは607百万円の収入（前連結会計年度は413百万円の収入）となり

ました。内訳の主なものは減価償却費66百万円、売上債権の減少額1,307百万円、法人税等の支払額305百

万円であります。

投資活動によるキャッシュ・フローは13百万円の支出（前連結会計年度は135百万円の支出）となり

ました。内訳の主なものは有形固定資産の取得による支出13百万円です。

財務活動によるキャッシュ・フローは147百万円の支出（前連結会計年度は208百万円の支出)となり
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ました。内訳の主なものは借入金の返済による支出48百万円、配当金の支払額97百万円です。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

な変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

当第1四半期連結会計期間の研究開発費の総額は109百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

　　 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

　   当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第１四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成20年６月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成20年８月８日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 16,880,620 16,880,620
東京証券取引所　　
（市場第二部） －

計 16,880,620 16,880,620－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(百万円)

資本金残高

 

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成20年６月30日 － 16,880,620 － 1,302 － 757

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期連結会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第1四半期会計期間末現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することができ

ませんので直前の基準日である平成20年３月31日現在で記載しております。

①　【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 283,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 16,426,00016,426 －

単元未満株式 普通株式 171,620 －

発行済株式総数 16,880,620 － －

総株主の議決権 － 16,426 －

(注）１「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が9,000株

　　（議決権9個）含まれております。

　　 ２「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式237株が含まれております。

 

②　【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
割合(％)

（自己保有株式）

東亜ディーケー
ケー株式会社

東京都新宿区高
田馬場1-29-10

283,000 － 283,000 1.7

計 － 283,000 － 283,000 1.7

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年４月 ５月 ６月

最高(円) 424 450 467

最低(円) 390 410 433

(注)　株価は、東京証券取引所第二部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月

１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四

半期レビューを受けております。

なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月1日をもって新日本監査法

人から名称変更しております。
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1【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第１四半期
連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
連結貸借対照表

(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,223 1,774

受取手形及び売掛金 ※２
 3,894

※２
 5,186

商品 20 9

製品 320 294

半製品 453 380

原材料 646 632

仕掛品 787 662

繰延税金資産 237 200

その他 581 472

貸倒引当金 △3 △4

流動資産合計 9,160 9,609

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 1,928

※１
 1,959

機械装置及び運搬具（純額） ※１
 82

※１
 86

工具、器具及び備品（純額） ※１
 202

※１
 219

土地 794 794

リース資産（純額） ※１
 9 －

有形固定資産合計 3,017 3,060

無形固定資産 41 44

投資その他の資産

投資有価証券 1,316 1,423

繰延税金資産 891 839

その他 336 335

投資その他の資産合計 2,543 2,597

固定資産合計 5,603 5,703

資産合計 14,763 15,312
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(単位：百万円)

当第１四半期
連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
連結貸借対照表

(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,106 1,272

短期借入金 1,519 1,535

未払金 649 675

未払法人税等 77 328

未払消費税等 44 55

賞与引当金 483 278

役員賞与引当金 8 8

その他 502 540

流動負債合計 4,391 4,696

固定負債

社債 10 10

長期借入金 161 194

長期預り保証金 363 365

退職給付引当金 3,058 3,033

役員退職慰労引当金 141 181

負ののれん 23 25

その他 8 －

固定負債合計 3,766 3,810

負債合計 8,158 8,506

純資産の部

株主資本

資本金 1,302 1,302

資本剰余金 757 757

利益剰余金 3,984 4,128

自己株式 △66 △65

株主資本合計 5,978 6,123

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 626 682

評価・換算差額等合計 626 682

純資産合計 6,604 6,805

負債純資産合計 14,763 15,312
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年６月30日)

売上高 2,988

売上原価 1,924

売上総利益 1,063

販売費及び一般管理費

給料及び手当 465

賞与引当金繰入額 94

退職給付費用 42

役員退職慰労引当金繰入額 8

減価償却費 7

研究開発費 104

その他 324

販売費及び一般管理費合計 1,047

営業利益 16

営業外収益

受取利息 0

受取配当金 3

持分法による投資利益 0

負ののれん償却額 2

その他 2

営業外収益合計 10

営業外費用

支払利息 9

債権売却損 7

その他 2

営業外費用合計 19

経常利益 7

特別利益

固定資産売却益 0

貸倒引当金戻入額 0

特別利益合計 1

特別損失

固定資産除却損 1

特別損失合計 1

税金等調整前四半期純利益 6

法人税等 ※１
 18

四半期純損失（△） △11
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(3)　【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 6

減価償却費 66

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0

受取利息及び受取配当金 △4

支払利息 9

有形固定資産売却損益（△は益） △0

有形固定資産除却損 0

売上債権の増減額（△は増加） 1,307

たな卸資産の増減額（△は増加） △248

仕入債務の増減額（△は減少） △166

持分法による投資損益（△は益） △0

その他の資産の増減額（△は増加） △110

退職給付引当金の増減額（△は減少） 25

その他の負債の増減額（△は減少） 90

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △39

割引手形の増減額（△は減少） △14

負ののれん償却額 △2

小計 917

利息及び配当金の受取額 4

利息の支払額 △9

法人税等の支払額 △305

営業活動によるキャッシュ・フロー 607

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3

定期預金の払戻による収入 2

有形固定資産の取得による支出 △13

有形固定資産の売却による収入 1

その他 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △13

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △48

自己株式の売却による収入 0

自己株式の取得による支出 △0

配当金の支払額 △97

リース債務の返済による支出 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △147

現金及び現金同等物に係る換算差額 1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 447

現金及び現金同等物の期首残高 1,628

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,076
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

　　当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　　　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第１四半期連結会計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年６月30日)

１　会計方針の変更

（１）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を

　　当第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価

　　切下げの方法）に変更しております。

　　　これによる損益の影響額は軽微であります。

 

（２）リース取引に関する会計基準等の適用

　　「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　

　　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成６年１

　　月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号）を当第１四半期連結会計期間から早期

　　適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

　　理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上しております。

　　　また、リース資産の減価償却の方法はリース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法に

　　よっております。

　　　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

　　貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　　　これによる損益の影響額は軽微であります。
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【簡便な会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年６月30日)

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法

　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ
るため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。
 

２．棚卸資産の評価方法

　当第１四半期連結会計期間末の棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正
味売却価額を見積もり、簿価切下げを行う方法によっております。
 

３．繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異発生状況に著
しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予想やタックスプランニングを利
用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年６月30日)

税金費用の計算

　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利
益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

　

【追加情報】

　

当第１四半期連結会計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年６月30日)

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社及び連結子会社の機械装置の耐用年数につきましては、当第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正を

契機として見直しを行い、耐用年数を７年に変更しております。

　これによる損益の影響額は軽微であります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第１四半期連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　4,318百万円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額　　4,275百万円

※２　受取手形割引高　　　　　　　　　　 54百万円 ※２　受取手形割引高　　　　　　　　　　 69百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　

当第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年６月30日)

※１　当第１四半期連結会計期間における税金費用については、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理により
計算しているため、法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示しております。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年６月30日)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年６月30日現在)

　

現金及び預金勘定 2,223百万円

投資その他の資産の「その
他」に計上されている長期性
預金

150百万円

　　　計 2,373百万円

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金 △297百万円

現金及び現金同等物 2,076百万円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類

当第１四半期

連結会計期間末

(株)

　普通株式 16,880,620

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類

当第１四半期

連結会計期間末

(株)

　普通株式 285,063

　

３　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成20年6月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 132 8 平成20年３月31日平成20年６月30日

　

(2)　基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　　該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

　　 リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通

     常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリ

     ース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動がありません。
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(有価証券関係)

　   有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

  　 い変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

　　 デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著し

     い変動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

     該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　

計測機器事業

(百万円)

その他の事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1)外部顧客に対する
売上高

2,914　 73　 2,988　 －　 2,988　

(2)セグメント間の内
部売上高又は振替
高

－　 －　 －　 －　 －　

計 2,914　 73　 2,988　 －　 2,988　

営業利益 249　 55　 304　 （288） 16　

(注) １　事業の区分は、事業形態により２区分としております。

２　各区分の主な製品

　計測機器事業……基本プロセス計測器、環境用大気測定装置、煙道用排ガス分析計、ボイラー水用分析

　　　　　　　　　装置、上下水用分析計、環境用水質分析計、石油用分析機器、ラボ用分析機器、ポー

　　　　　　　　　タブル分析計、分離分析計、ＬＡシステム、医療用機器、産業用ガス検知警報器、電

　　　　　　　　　極、標準液、保守、修理、部品等他

　その他の事業……事業用建物の賃貸

【所在地別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　　本国以外の国、または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、記載を省略しており

　ます。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

東アジア 東南アジア 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 219　 36　 32　 36　 325　

Ⅱ　連結売上高（百万円） －　 －　 －　 －　 2,988　

Ⅲ　連結売上高に占める海外売
上高の割合（％）

7.3　 1.2　 1.0　 1.2　 10.8　

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 東アジア・・・韓国・中国・台湾等

(2) 東南アジア・・シンガポール・タイ等

(3) 欧州・・・・・オランダ等

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

(企業結合等関係)

     該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第１四半期連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

　

１株当たり純資産額 397円98銭

　

　

１株当たり純資産額 410円05銭

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

当第１四半期連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

四半期連結貸借対照表の純資産の部の合計額
（百万円）

6,604　 6,805　

普通株式に係る純資産額（百万円） 6,604　 6,805　

普通株式の発行済株式数（千株） 16,880　 16,880　

普通株式の自己株式数（千株） 285　 283　

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（千株）

16,595　 16,597　

　

２　１株当たり四半期純損失

第１四半期連結累計期間

　

当第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年６月30日)

 

１株当たり四半期純損失 0円67銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在
しないため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

当第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失
（百万円）

11　

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 11　

普通株主に帰属しない金額（百万円） －　

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,596　

　

(重要な後発事象)

     該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月８日

東亜ディーケーケー株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　森　川　潤　一　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　関　谷　靖　夫　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　佐　藤　明　典　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東亜

ディーケーケー株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累

計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借

対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東亜ディーケーケー株式会社及び連結子会社

の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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